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産業界の動向



PwC

自然資本劣化が、くらしにダメージを与える
自然資本劣化は、光熱費や衣食住を通じて暮らしに、じわりとダイレクトにヒットするが、気づかれづらい。

世の中で、すごいと
されている分野。

毎日の暮らしを
支えている分野。

気候変動
多くの産業が、
土地利用・
エネルギ―利用・
水の利用・
廃棄物などで、
自然資本を
劣化させており、
依存の高い、
くらしの産業へ
影響を与える
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気候変動が自然関連へ、暮らしへと波及

気候変動が、土地の劣化や渇水を促し、農産品の供給不足を招き、暮らしへと影響を与える。

2023.02 オレンジ1kgの最高値は、2024年2月に705円

2024.03.27  不作のカカオ豆、初の１万ドル突破

2024.03.20 コーヒー豆最高値、アジア中間層拡大で 値上
げ圧力強く

2023.08.30 綿花に価格上昇圧力、米国が干ばつで不作
衣料に影響も

2022.03.31パーム原油（CPO）価格が過去最高値を更新

2023.11.27  アルミ価格が上昇、供給不足拡大で値上が
りするとゴールドマンが予想

2024.1.25  大豆ミール再び最高値

2024.3.26  砂糖卸値、43年ぶり高値に 国際市況が波及

ニュース記事より抜粋

2024/02 オレンジ1kgの最高値は、2024年2月に705円
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経済成長＝地上に広がる人工、追いやられる野生
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（出典）weizmann研究所のプレスリリースからPwCが作成

豚熱、鳥インフルエンザ・・・

地上の哺乳類の重量のわずか６％が野生動物。人が豊かになれば家畜は増える。

https://wis-wander.weizmann.ac.il/environment/weight-responsibility-biomass-livestock-dwarfs-wild-mammals
https://wis-wander.weizmann.ac.il/environment/weight-responsibility-biomass-livestock-dwarfs-wild-mammals
https://wis-wander.weizmann.ac.il/environment/weight-responsibility-biomass-livestock-dwarfs-wild-mammals
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自然 事業

影響

依存

リスク

機会

物理リスク

移行リスク

自然資本の劣化と生態系
サービスの喪失から生じる
リスク1

自然資本の悪化を阻止また
は回復する方向に社会が変
化することで生じるリスク2

戦略的な事業モデル・製品・サービス、市場
転換や投資によって生まれる機会4

リスクと機会の評価影響と依存の可視化 施策の検討と目標の設定

リスク回避・
低減施策

機会を獲得
するための
施策

足元の事業・取組み状況
から機会を獲得するため
の施策を抽出

計画・
実行

回避・低減施策およびこ
れらの施策により期待さ
れる事業へのプラスの効
果3を検討。リスクの影響
度・緊急性など包括的に
鑑み、優先度を特定する

1. 自然災害の発生、不作、不漁など。 2. 政策リスク、市場リスク、技術リスク、評判リスク、法的責任リスクからなる。法規制の強化による従来の事業活動への制限や、顧客の嗜好性の変化や評判の低下による売り上げの減少など。
3. 自然資本に依存する素材や製品における使用素材の削減やリサイクルによるコスト削減など、4再生可能農業への転換とサステナブルブランディングによる新規顧客の獲得など。

事業の将来について、自然関連の健康診断が薦められている：TNFD

気候変動や自然関連（生物多様性や渇水、土壌劣化）によって、自社の事業は将来までも健康か？
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事業の自然の定量目標設定の承認がはじまる
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SBTs for Nature初の承認企業3社を発表。

• SBTNはSBTs for Natureで、17社が参画していた実証プロ
グラムの成果を公表。

目標設定の例

✓ 所有する工場、及び上流サプライヤーを含み初の淡水量目標を設
定

✓ 土地と水のフットプリントの両方を改善するサプライチェーンにおけ
るリジェネラティブ農業の実践を促進する

✓ 特定の河川の上流流域を最初のターゲットとして、直接事業におけ
る淡水量の目標を設定

✓ 直営事業所の詳細な水データを基に、特定の河川流域を対象に、
直営事業所の淡水取水量を削減する目標を設定

✓ 直営事業所の詳細な水データを基に、メキシコのモクテスマ流域を
対象に、直営事業所の淡水取水量を削減する目標を設定

出典： SBTN ウェブサイト、各社ウェブサイト

定量的な目標設定企業数は急速に増加が見込まれる

• 現在、SBTNのコーポレート・エンゲージメント・プログラムと
サービス・プロバイダー・プログラムを通じ、すでに150社を
超える企業が目標設定の準備を進めている

• 気候SBTは、2020年に日本企業のコミット数が100社を超
え、2023年に500社を突破、2024年に1,000社を超えた

• SBTs for Natureに基づき定量目標を設定、効果測定を行
う企業数も急速に増加することが見込まれる

承認企業と目標設定 企業にとっての意味
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State of Nature（自然の状態）
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自然／生物多様性の測り方も共通化へ。

Nature Positive InitiativeのState of Nature 

Metrics（2025年1月 リリース予定）
State of Nature Metricsは、自然の状態を評価するための統

一された指標セット。自然の状態を評価し、進捗を測定する基
準になる。

WBCSDの Nature Metrics Portal （2025年 

UNFCCC COP30で リリース予定）
企業が自然関連のリスクと機会を評価し、持続可能な方法で
事業を運営するためのツールとデータを提供するオンラインプ
ラットフォーム。企業が進捗を測定し、目標を設定し、重要な影
響と依存関係を開示できるようになる。

固有ID メトリック

T2 自然生態系の範囲（haおよび％）、タイプ別

T7 森林構造状態指数

T8 森林景観完全性指数

T20 農地における自然/半自然生息地 (NSH) (%/km2)

T21 コアエリアにおける自然/半自然生息地（NSH）の割合（%）

T22 生息地の構成（接続性）

T30 乱されていない生息地における在来種の豊富さに対する現在の在来種の豊富さの比率。

T32 種の脅威の軽減と回復（STAR）スコア

T38 LIFE（土地被覆の変化が将来の絶滅に与える影響）指標

T52 森林の地上バイオマス蓄積量（トン/ヘクタール）

T62 生物多様性生息地指数 (BHI)

T66a 生物多様性保全指数 - メトリック

T68 生物多様性指標 4.0

T89 ダイナミックワールド土地被覆と土地利用データベース

T91 生態地域保全指数

T93 生態系エリア指数

T94 生態系健全性指数

T101 ESAワールドカバー2020

T102 Esri 2020 土地被覆 10m (IO)

T114 森林健全性プロジェクト: 森林構造健全性指数 (FSII)

T132 世界の森林の変化

T144 グローバル PALSAR-2/PALSAR 森林/非森林マップ 2015-2023

T211a 平均種数（MSA）/メトリック、フィールドデータ使用

T222 NatureMap - 世界の生息地

T268 レッドリスト生態系インデックス

T277 世界の陸上生態地域

T302 世界の生態系

T311 自然会計 第二

T312 地球絶滅確率 (GEP)

T313 生物多様性影響クレジット（BIC）

T316 エッジ加重生息地指数 (EHI)

T317 グローバル配布単位

T369 シャノン指数

T370 シンプソンの多様性指数

T449 植生健全性指数

T450 種の豊富さ

T451 種の相対的存在量
出典）Nature Positive Initiative、WBCSDのホームページよりPwCが作成

流通可能な正しい科学的なデータが重要になる。

https://www.naturepositive.org/metrics/
https://www.naturepositive.org/metrics/
https://www.wbcsd.org/resources/harmonizing-the-use-of-nature-metrics-by-corporations/


The Global Bioeconomy
（環境再生型の新しいバイオエコノミー）
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はじまる環境再生型産業～農業

貧しい土壌 環境再生型農業で地域の森林を回復させる

環境再生型コーヒー農園は、現地政府・農家・購入企業・NGOが協力して、地域の自然を科学的に
回復しながら、高い価格のコーヒー豆を提供。

政府・NGO・農協・農家の共同事業
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気候変動対策対策を補完する、環境再生型のバイオエコノミー
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環境再生型のバイオベースの多様な素材が、生物多様性の劣化を防ぎ、資源を持続可能な利用につながる。

グリーンエコノミーの限界 環境再生型バイオエコノミーの強み

生物資源の持続可能
な利用

エネルギー効率の向上や再生可能エネルギーの利用に焦
点を当てているが、これらの資源は必ずしも再生可能では
ない。

再生可能な生物資源を基盤としており、持続可能な方
法で管理し、利用することを重視。生物資源は再生可
能であり持続可能な供給が可能。

環境保護と生物多様
性の保全

温室効果ガスと環境負荷の削減に重点があり、生物多様
性の喪失はエコシステムの機能を低下させ、持続可能な開
発を妨げる。

バイオエコノミーは、バイオベースの製品により、生物
多様性の保全とエコシステムサービス（空気や水の質
の調整など）の維持を重視。

廃棄物の削減と資源
効率の向上

化石燃料や非再生可能資源への依存と環境へのダメージ
を前提しており、廃棄物の削減に対する、実際の自然の回
復に向けては課題が多い。

バイオベースの材料が再生可能な自然資源から派生
し、生分解性または堆肥化可能であり、廃棄物の蓄積
と汚染を減少させる。

経済的レジリエンスと
多様化

再生可能エネルギーは、エネルギー供給の多様化には限
界があり、経済的レジリエンスの強化に対して不足する。

原材料の供給源を多様化しレジリエンスを強化し、脆
弱性を低減。農村地域の経済発展を促進し、農家や地
域コミュニティに新たな機会を提供。

社会的公平と包摂 社会的公平と包摂に対する具体的なアプローチが不足。

自然の管理者、特に先住民や地域コミュニティに報酬
を与え、バイオエコノミーが依存する自然資源の保護と
回復を奨励する。アクセスと機会の提供、包摂、公平な
利益分配、環境および社会的正義が含まれる。



PwC

気候変動枠組み条約COP30 に向けて、G20会議でバイオエコノミーの原則が、合意された。

はじまる 環境再生型のバイオエコノミー

2024/5
2024/10

CBD COP16

2024/11

G20

2025/11 

UNCFCC COP30

The Global 

Bioeconomy
G20戦略と実践の予備的評価：
ブラジルのG20議長国によるバ
イオエコノミーに関するグローバ
ルイニシアチブへの貢献

バイオエコノミーの指針
となる原則の発表

「バイオエコノミーに関す
るハイレベル原則」

合意

気候変動×生物多様性
の経済の主流化へ

Nature Finance and 

Getúlio Vargas 

Foundation

ラテンアメリカバイオエコ
ノミーネットワーク

ブラジル政府
（議長国）

ブラジル政府
（議長国）
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ブラジル政府は、バイオエコノミーを国家戦略に据え、
COP16でノルウェー政府と共同で、「アマゾン基金」を設立。

出典）Nature Finance、ブラジル政府のホームページよりPwCが作成

https://www.naturefinance.net/resources-tools/global-bioeconomy-g20-stocktake/
https://www.naturefinance.net/resources-tools/global-bioeconomy-g20-stocktake/
https://www.g20.org/en/news/g20-reaches-consensus-and-establishes-high-level-principles-on-bioeconomy
https://www.g20.org/en/news/g20-reaches-consensus-and-establishes-high-level-principles-on-bioeconomy
https://www.naturefinance.net/resources-tools/global-bioeconomy-g20-stocktake/
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1. 再生可能な生物資源の利用

バイオエコノミーは、農業、林業、漁業などの再生可能な生物資源を基盤とし、これの資源を持続可能な方法
で管理され、利用する。

2. 商品、サービス、エネルギーの生産
生物資源を、バイオ燃料、バイオプラスチック、バイオ医薬品など、多様商品やサービス、エネルギーに変換。

3. 持続可能な開発の促進
環境保護、社会的公平、経済成長を同時に達成することを目指す。

✓ World Bioeconomy Forumによると、世界のバイオエコノミーの総価値は約4兆米ドルと推定、2050年までに
バイオエコノミーの価値が30兆米ドル（世界経済の3分の1に相当）と予測している。

自然資本を見守る、観測が重要になる
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再生可能な生物資源を利用して商品・サービス・情報・エネルギーを生産する経済パラダイムに
なれば、ますます、自然資本の価値が高まり、地上の土地や水の使い方が重要になる。

（出典）「The Global Bioeconomy」よりPwCが作成

暮らしを支える、自然資本を観測するリモートセンシングの価値がますます高まる
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自然の状態を把握することで、気を付けることが分かる
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倉敷デニムの例： デニムは、水が大事。
水に弱い地域の綿花を仕入れて、倉敷のきれいな水でジーンズが作られる。
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地域の観測と商流の把握ができると未来のネイチャーポジティブが描ける

地域の観測と、商流が連携して、はじめて、産業の未来の計画が立てられる。
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